
１.建設地について 

 

◎建設地に係るこれまでの経過                                

 

・合併協定書において「合併後可能な限り速やかに、新市の中央付近に建設することと 

し、かつ、新市長誕生後直ちに、庁舎建設に係る検討組織を設置する」とされた。 

 合併協定書から抜粋・合併協議会 HP 

 

・庁舎建設庁内検討委員会(内部)と庁舎建設検討委員会(外部)が組織され、平成 20年 2 

 月に庁舎建設基本構想、平成 21年２月に庁舎建設基本計画を策定。このなかで「なめ 

がた地域総合病院の位置と市の人口重心との中間点を中心とし、直径３㎞の範囲」とさ 

れた。                       H21.2基本計画 P.52・広報 

                                        

・基本計画(平成 21年２月策定)を凍結し、同じく主要課題としていた学校施設の統合事 

業を優先する方針となる。 

 

 

・「なめがた市民 100人委員会」を組織して策定した上位計画の総合戦略では、「新庁舎周 

辺、市の中心エリア」として市の地理的中心地と位置付け。 

                            総合戦略(改訂版)P.12 

   

      ・令和２年 10月策定の基本構想においては、合併後 15年が経過したこと、人口減少や 

少子高齢化、医療センターの規模縮小などの情勢変化を受け、あらためて①防災拠点と 

しての安全性、②市民の利便性、③現実性と経済性、④将来のまちづくりの発展性の 4 

項目を評価基準とし５つの建設候補地を選定。       R2.10基本構想 P.20～ 

        

・令和３年５月策定の基本計画においては、この 5つの候補地を定性的評価・定量的評 

価を実施した結果、「なめがた地域医療センター周辺」を建設地とし、さらに医療セン 

ターの敷地や建物の空きスペースを調査し、経済合理性の高い事業とする事とした。 

                            R3.5基本計画 P.41～43 

 

       ・令和３年８月、厚生連からなめがた地域医療センターの敷地と施設について利活用の 

申し入れが提出された。                     R3.8申し入れ 

 

・不動産活用可能性調査を実施し、救命救急センターについて活用可能という結果報告。 

R3.12報告書 

 

このように建設地については、合併協定事項を拠り所としながらも、その時勢に合わせた検討が 

加えられた経過があり、現基本計画においても定性的・定量的な評価を行った結果として「なめがた 

地域医療センター周辺」となった。また、その後に実施した活用可能性調査において、救命救急セン 

ターが活用可能とされたことからも、これらすべての経過を尊重し「なめがた地域医療センター敷地 

が適当である」と考える。  
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２．建設手法について 資料2
これまでの建設手法の経過

面積比較

基本計画：新築 可能性調査：新築

新築2F　免震なし　S造（鉄骨） 新築検討案

5,000㎡

3F 1,270㎡

新築3F　免震あり　RC造（鉄筋コンクリート） 2F 2,130㎡ 2F 2,500㎡

5,500㎡ 1F 2,140㎡ 1F 2,500㎡

計 5,540㎡ 計 5,000㎡

医療センターについては

ABCパターンの提示のみ

可能性調査：改修+増築　Ｂパターン 可能性調査：改修+増築最小（議場のみ）　Ｂ’パターン

既存改修 増築 計 既存改修 増築 計

4F 370㎡ - 370㎡ 4F 370㎡ - 370㎡

3F 1,550㎡ 370㎡ 1,920㎡ 3F 1,550㎡ 340㎡ 1,890㎡

2F 1,550㎡ 500㎡ 2,050㎡ 2F 1,550㎡ 340㎡ 1,890㎡

1F 1,860㎡ 900㎡ 2,760㎡ 1F 1,860㎡ 720㎡ 2,580㎡

計 5,330㎡ 1,770㎡ 7,100㎡ 計 5,330㎡ 1,400㎡ 6,730㎡

改修のため、新築比で面積ロスはどうしても生じる↑



概算コスト比較 単位：千円

概要 本庁舎 新築 新築 新築　　ＭＡX40億とした場合

免震なし S造　2F 免震あり RC造　3F

5,000㎡ 5,500㎡ 6,800㎡

附属庁舎 150㎡ 150㎡ 500㎡

本庁舎 2,395,000 3,025,000 3,253,800

附属庁舎 42,000 42,000 137,500

敷地内整備 108,000 108,000 300,300

設計監理 250,000 260,000 302,500

計 2,795,000 3,435,000 3,994,100

浄化槽 55,000 55,000

敷地造成

合計 2,850,000 3,490,000 3,994,100

総事業費32億円↑ 総事業費38億円↑ 総事業費43億円↑

（設計、監理、用地、什器含む） （設計、監理、用地、什器含む） （設計、監理、用地、什器含む）

2,545,000工事費 3,175,000

基本計画　Ｒ2年度単価試算

3,691,600



単位：千円

概要 本庁舎 改修+増築　免震なし　Ｂパターン 同左　　面積案分　B ’パターン 新築　免震なし 新築　免震なし

附属庁舎 既存活用 360㎡ 360㎡ 360㎡

本庁舎 2,427,000 2,506,500 2,482,000 2,701,000

附属庁舎 - - 69,000 69,000

敷地内整備 105,000 105,000 174,000 174,000

設計監理 273,000 235,000 257,000

計 2,805,000 2,611,500 2,960,000 3,200,000

浄化槽 - - 55,000 55,000

敷地造成 - - 165,000 150,000

合計 2,805,000 2,611,500 3,180,000 3,405,000

ランニングコスト(維持管理) 1年 30年 1年 30年 1年 30年 1年 30年

光熱水費 20,600 618,000 20,600 618,000 18,600 558,000 18,600 558,000

点検費 10,750 322,500 10,750 322,500 9,010 270,300 9,010 270,300

修繕費(30年後の
改修費用)

1,154,000 1,154,000 625,000 692,500

計 31,350 2,094,500 31,350 2,094,500 27,610 1,453,300 27,610 1,520,800

≒2,100,000 ≒2,100,000 ≒1,460,000 ≒1,530,000

※経済合理性を検討し、改修+増築＝7,100㎡を基本案としている。

建設費＋維持管理費 4,905,000 4,711,500 4,640,000 4,935,000

2,725,0002,532,000 2,611,500

5,330㎡+1,770㎡＝　7,100㎡ 5,000㎡

可能性調査　Ｒ3年度単価試算

工事費 2,944,000

5,330㎡+1,400㎡＝　6,730㎡
(最小限議場のみ)

5,540㎡



資料２ 説明文（これまでの建設手法の経過） 

 

1枚目、面積比較の説明。 

「基本計画」では、新築 5,000㎡と 5,500㎡の提案。 

医療センター活用についてはパターン提示のみ。 → 調査し、判断すると記載。 

Aパターン：病院施設は活用せず、敷地を活用し新庁舎を新築する。 

Bパターン：病院施設の一部を活用し新庁舎として改修し、不足分を新築する。 

Cパターン：病院施設の一部を活用し新庁舎として改修する 

 

その後の「不動産活用可能性調査」でパターン検討。 

Aパターンは活用可能な敷地が狭くなり、職員駐車場以外にも用地が必要となる。一部病院

と駐車場を共有する可能性あり。感染症の問題もあり。 

Bパターンは、条件を詰めていき、旧救命救急センター改修+増築で活用できる。 

→本館は低層階のみ使用可、しかし病院の資器材の移設負担が大きすぎる。高層階は事務所

にするには荷重不足となるため、本館は除外し検討した。 

しかし、改修 5,300㎡のうち、荷重条件等考慮すると、4,500㎡しか改修できず、柱間も 

狭いため、新築 5,000㎡の機能を入れ込むと 7,100㎡となる。 

C パターンは、面積不足になるため、議場等を別途（麻生庁舎活用等）設ける必要がある。 

 

資料では、新築 2通り、Bパターン 2通りを示している。 

 

 

2枚目、概算コスト比較の説明。 

「基本計画」新築 S造 5,000㎡ 2F耐震構造（免震なし） 約 32億円 

        RC造 5,500㎡ 3F免震構造 約 38億円 

 基本計画時点では他市実績のほか、一定の条件を設定し、上記総事業費（設計、監理、用

地、什器含む）を計算している。 

概要欄のとおり同じ新築でも設定はバラバラなので、基本設計の段階で条件設定を工夫し、

今後コストを精査し、低減を図っていきたい。併せて事業手法の見直しや維持管理等の固定

費を削減していく。 

 

財政計画では合併特例債を活用し、最大総事業費 43億円で試算している。（R2年度） 

 

 

 



3枚目、概算コスト比較の説明。 

「不動産活用可能性調査」では経済合理性の面から旧救命救急センターを活用した B パタ

ーンを選択した。 

改修+増築 7,100㎡は新築 5,000㎡の機能を入れ込んだもの。Bパターン 

改修+増築 6,730㎡は最低限の面積で議場のみ増築としたもの。B’パターン 

基本計画時の事業費より、用地・什器等は除外している。 

麻生庁舎活用の際の大規模修繕については試算していない。（センター改修費のみ） 

 

ランニングコストについては現庁舎の委託業者に見積もりを取り、30 年単位で比較したも

の。基本設計の中でのコスト低減及び委託の発注方法について検討の余地あり。 

改修と新築のランニングコスト比較では年間約 370万円の差である。（修繕費除く） 

浄化槽や排水路についても Bパターンは共用可能である。 

 

以上は基本計画（R3.5月）、不動産活用可能性調査（R3.12月）時点でのデータとなってお

ります。 
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問35-1防災拠点となること。

問35-2財政負担が少ない方法であること。

問35-3早期の建設が可能な方法であること。

問35-4行方市の地理的中心にあり、活用可能な病院施設を利用すること。

問35-5駐車場や駐輪場が十分確保できること。

問35-6自然エネルギーの活用や省エネルギー等に配慮していること。

問35-7公共交通の利用が便利であること。

問35-8庁舎を中心とした新しいまちづくりが可能であること。

問35-9医療や健康増進、福祉施設などが併設又は隣接していること。

問35-10一度に様々な申請手続や相談ができる総合受付機能(ワンストップ窓口)が充実しているこ

と。

問35-11デジタル化による、「書かない」「行かない」窓口等の改革を進めること。

問35-12現庁舎の跡地に簡易的な支所等が整備されること。

問35-13市民が交流できるホールやスペースがあること。

令和5年度市民意識調査【特集２ 庁舎建設について】 468件

１.重要 ２.やや重要 ３.あまり重要でない ４.重要でない ５.不明
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